
函館市監査公表第１０号  

 函館市長から，包括外部監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知が

あったので，当該通知（写）を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２５２条の３８第６項の規定により，別紙のとおり公表する。  

  令和８年８月１８日  

 

               函館市監査委員 小 野   浩   

               函館市監査委員 本 間 裕 邦   

               函館市監査委員 出 村 ゆかり   

               函館市監査委員 道 畑 克 雄  

  



 

函 都 景         

令和８年(2026年)７月28日  

  

 函館市監査委員 様 

 

                                   函館市長 大 泉   潤 

                               

  令和７年度（２０２５年度）包括外部監査の結果に基づく措置 

  の通知について 

令和８年（２０２６年）３月２４日に報告を受けた包括外部監査の結

果に基づき，または当該監査の結果を参考として講じた措置について，

地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により，別紙のとおり通知い

たします。 

 

 

 



別紙  

令和７年度（２０２５年度）包括外部監査の結果に基づく措置 

（特定の事件名 防災に関する事務の執行について） 

 

１ 指摘事項 

監査対象部局等 意見の概要 
報告書

ページ 
措置の内容 

都市建設部 

建築行政課，まちづくり

景観課 

 

企画部 

企画管理課 

市民部 

市民・男女共同参画課，

銭亀沢支所 

保健福祉部 

管理課，地域福祉課 

子ども未来部 

子ども健やか育成課 

環境部 

日乃出クリーンセンター 

経済部 

商業振興課，雇用労政課 

観光部 

観光総務課 

農林水産部 

企画調整課，水産課 

土木部 

公園河川管理課 

港湾空港部 

管理課 

戸井支所 

地域振興課，市民福祉課 

恵山支所 

地域振興課,市民福祉課, 

産業建設課 

椴法華支所 

地域振興課 

南茅部支所 

地域振興課，市民福祉課 

教育委員会 

生涯学習部戸井教育事務所, 

恵山教育事務所，椴法華

教育事務所，生涯学習文

化課，スポーツ振興課，

文化財課，博物館，学校

教育部南北海道教育セン

ター 

市所有建築物の耐震改修等に

関する事務・事業 

 

「旧耐震」の市所有建築物の

うち，未診断のものについて，

速やかに耐震診断の実施に着手

されたい。 

 

  市職員を含む市民その他施設

利用者の生命，身体の安全を脅

かす現実的危険性を排除すると

いう観点から，速やかな耐震診

断の実施に着手することを強く

求める。 

  また，耐震診断の結果，耐震

基準を満たしていないものにつ

いては，直ちに耐震改修を実施

することを求める。 

 

202 市有の多数利用建築物は，そ

の耐震化について市の方針を示 

した「函館市耐震改修促進計画」

に基づいて，また，その他の個

別の建築物は，「第２期函館市

公共施設等総合管理計画に基づ

く『各施設の今後の方向性』」

や個別施設計画に基づいて，緊

急度や優先度，市の財政状況を

踏まえながら，耐震診断や耐震 

改修，施設の解体の必要性など，

実施内容や時期について，各施

設の状況に応じて，検討してま

いりたいと考えております。 

 

市所有建築物の耐震改修等に

関する事務・事業 

 

函館市耐震改修促進計画に，

市所有建築物の具体的な改修計

画を定められたい。特に，どの

建築物をいつまでに耐震改修ま

たは解体するか，具体的な期限

をそれぞれ定められたい。 

 

  函館市耐震改修促進計画にお 

いて具体的な改修計画を定め， 

それに基づいた対応を行うこと，

またそのタイムスケジュールを

明確にすることを強く求める。 

 

203 

  



別紙  

令和７年度（２０２５年度）包括外部監査の結果に基づく措置 

（特定の事件名 防災に関する事務の執行について） 

 

２ 意見 

監査対象

部局等 
意見の概要 

報 告 書

ペ ー ジ 
措置の内容 

都市建設

部建築行

政課 

木造住宅耐震化支援事業 

 

周知・広報の強化，補助内容の見直

しなど，運用面の改善を図り，利用件

数の向上に努められたい。 

 

 本事業は，あくまでも耐震診断に対

する補助事業であるという枠組みそれ

自体の限界や，私有財産制と公共の福

祉の実現という問題などが絡み合って

おり，その利用率の向上が容易なもの

ではないことは十分に理解できる。 

 しかしながら，本事業が市の耐震改

修促進計画の一環であり，一般住宅な

どにおける耐震改修の出発点という位

置付けにあることからすると，現在の

利用率を良しとすることはできない。 

 本事業の周知・広報の強化や補助額

・補助率の見直し等の運用面の改善に

ついて検討を行い，利用件数の増加を

図ることを求める。 

 

143 木造住宅の耐震診断に対する補助につきま

しては，利用状況などを踏まえて，令和７年

度をもって廃止いたしましたが，今後におき

ましても，引き続き，木造住宅の無料簡易耐

震診断の実施や，市のホームページやリーフ

レットの配布などにより，耐震化の必要性に 

ついての周知・啓発に努めてまいります。 

 

 


